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― 労災休業中に「休職」期間満了？ ― 

 

Ｑ： 当社で業務中に負傷し、療養のため長期間休業

している従業員がいます。当社の就業規則には休

職制度があるので、この療養による休業期間を休

職として取り扱い、所定の休職期間内に復職でき

なかった場合は退職扱いとしてもよいでしょう

か？ 

 

Ａ： 労働基準法では、「使用者は、労働者が業務上

負傷し、又は疾病にかかり療養のために休業する

期間及びその後 30日間」は「解雇してはならな

い」と定められています（第 19条・解雇制限）。 

   一方、休職は、会社が任意に就業規則で定める

制度で、労働者が業務に従事できない・従事させ

ることが適当ではない等の場合に、使用者が一定

期間労働義務を免除するものです。一般的には、

私傷病により業務に従事できない場合に私傷病

休職とし、休職期間満了までに休職事由が消滅し

なかった場合には雇用関係が終了する等という

ような取り扱いです。 

   「業務上の負傷」による休業は「私傷病」によ

り業務に従事できなくなったのではないので、上

記のような私傷病休職にはなりません。業務上の

負傷による療養のための休業期間中に休職期間

満了をもって雇用契約を終了させると上記の解

雇制限に抵触することになります。 

   私傷病休職で休職期間満了までに休職事由が

消滅しなかった場合、多くは「解雇」ではなく「退

職」扱いとしているので問題ないと思われるかも

知れませんが、「退職」扱いとしていた場合でも、

上記の解雇制限条項の類推適用により、休職期間

満了による退職が無効であると判断した裁判例

がありますのでご注意ください。 

 

最近のニュースから 

 

東京地裁は、東京ガスの男性社員の自殺をめぐり

両親が労災認定を求めた訴訟で、遺族補償不支給処

分を取り消す判決を言い渡した。出向先の上司や先

輩社員が業務に忙殺され、男性社員に業務の具体的

指示を行わなかったこと等により疎外感や無力感

を味わい、強い心理的負荷になったとして、労災に

当たると判断した。 

 

 

医療機関に対する診療報酬が、改定された。診療報

酬は原則２年に１度改定され、今回は物価や人件費

上昇による医療機関の経営悪化に対応するため、医

師や看護師らの人件費に回る「本体」部分を 3.09％

引き上げた。３％超となるのは 30 年ぶり。また、

物価高に対応するため、初診時、再診時は 20円の

物価対応料も新設された。患者の窓口負担は３割の

場合、初診で計 57円、再診で計 21円の値上げと

なる。 

 

 

スポットワーク仲介会社「タイミー」に対し、利用

者９人が、2021年 10月以降、計 135件の雇用

者側の都合による就業予定日直前のキャンセルに

ついて、未払い賃金など計約 312 万円の支払いを

求め、東京地裁に近く提訴する。厚生労働省は昨年

７月に「特段の合意がない限りマッチング時点で労

働契約が成立する」との見解を公表し、仲介各社も

見解に則した規約を導入した。同社規約では「雇用

者の委託を受けて賃金を立替払いする」と定めてお

り、こうした経緯を踏まえ、利用者側は同社を被告

として未払い賃金の支払いと慰謝料を請求する。 
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